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「内部統制システム構築の基本方針」の改訂に関するお知らせ 
 

当社は、平成 29 年３月 27 日開催の取締役会において、内部統制システム構築の基本方針を改訂するこ

とを決議しましたので、下記のとおり改訂後の内容をお知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ. 取締役および使用人の業務執行が法令および定款に適合することその他業務の適正を

確保するための体制 

 
1.取締役・使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 

1) 当社代表取締役社長は、コンプライアンス担当の取締役を任命し、当該取締役の指揮・監督の

もと『プラザクリエイトグループ行動憲章』に基づきコンプライアンス体制の確立・進展に努

める。 

2) 当社グループ取締役および執行役員は、当社グループの事業に適用される法令等を識別し、そ

の要求事項を関係部門・グループ各社に周知徹底することにより、当社グループを横断するコ

ンプライアンス体制の整備および問題点の把握と解決に努める。 

3) 当社代表取締役社長直属の内部監査室を設け、内部監査室長を監査責任者として当社グループ

を対象とした内部監査を実施し、その結果を代表取締役社長および常勤監査役ならびに関係部

門に適宜報告する。 

4) 法令違反や不正行為等の発生、またはそのおそれのある状況を発見した場合に、相談や通報を

受け付けるグループ内部通報窓口を社内に設置するとともに、通報者に対する不利益な取扱い

を禁止する。 

5) 財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その他の関連法令に基づき、有効かつ適切

な内部統制の整備および運用する体制の構築に努めるとともに、その体制について適正に機能

することを継続的に評価し、必要な是正措置をおこなう。 

6) 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは、断固として対決するとの

基本姿勢を『プラザクリエイトグループ行動憲章』に定め、その周知徹底をはかるととともに、

反社会的勢力排除のための仕組みの整備に努める。 

2.取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

当社グループの取締役の職務執行に係る情報については、法令および社内規程に基づき、 

書面または電磁的媒体に記録し、適切に保存管理するとともに、必要に応じて取締役および 

監査役が閲覧可能な状態を維持する。 

3.損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

1) 当社グループの事業活動の全般に係るリスクの管理については、当社代表取締役社長を委員長

とする CP&RM(コンプライアンス＆リスク管理)委員会を設置し、社内規程およびガイドライン

に基づきグループ全体のリスク管理ならびにグループ各社の業務執行に係るリスクの管理にあ

たる。 

2) 当社グループの部門長は、取締役および執行役員と連携のうえ、自部門において内在するリス



クを把握・分析・評価し、適切な対策を実施するとともに、管理状況を監督する。 

3) 内部監査室長は、定期的にリスク対策等の状況を検証し、その結果を取締役会に報告する。 

4.取締役の職務の執行が効率的におこなわれることを確保するための体制 

1) 当社は、取締役会を原則として月 1 回開催するとともに、必要に応じて適宜臨時に開催し、法

令または定款で定める事項および経営上の重要事項の決定、ならびに各取締役の業務執行状況

の監督等をおこなう。当社グループ各社においても、定期的に取締役会を開催し、経営上の重

要な項目について意思決定をおこなうとともに、業務執行上の重要課題について報告・検討す

る。 

2) 当社グループの取締役、執行役員および常勤監査役で構成する会議体を原則として毎週 1 回開

催し、意思決定および教務執行状況の監督が迅速かつ効果的に行われるよう情報の共有に努め

る。 

 

5.当社およびその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制 

1) 当社グループ各社に当社取締役および常勤監査役を配置し、当社グループを管理する。当社グ

ループ取締役は、業務および職務執行等の状況を定期的に当社取締役会に報告する。 

2) 関係会社管理規程に基づき、グループ各社の経営内容を的確に把握するため、重要な事項につ

いては当社取締役会に報告する。 

3) 当社と整合性のある社内規程類を整備するとともに、当社管理部門がグループ各社の管理機能

を補完することで、当社グループ一体となった内部統制環境の構築運用に努める。 

 

 

Ⅱ. 監査役監査が実効的におこなわれることを確保するための体制 

 

1.監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役は監査役会の同 

意を得て補助使用人を置く。 

2.前項の使用人の取締役からの独立性および監査役の当該使用人に対する実効性確保に関する事項 

 補助使用人は、監査役または監査役会の指揮命令にしたがい、その職務の遂行にあたる。補 

助使用人に対する人事異動・人事評価・懲戒処分等については、監査役会の同意を得る。 

3.監査役への報告に関する体制 

1) 当社は、常勤監査役に対して当社グループにおける稟議決裁書その他の重要書類を回付すると

ともに、監査役からの要請がある場合は直ちに関係書類・資料等を提出する。 

2)当社グループの従業員等は、監査役から業務執行に関する事項について報告を求められたときは、

的確かつ速やかに対応する。 

3) 内部監査室長は、内部監査、内部統制評価、内部通報等の結果、その他当社グループにおける

コンプライアンス上の重要な事項について、遅滞なく常勤監査役に報告する。 

4.監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するた

めの体制 

当社は、監査役への報告を行った当社グループの従業員等に対し、当該報告をしたことを理 

由として不利な取り扱いをすることを禁止するとともに、その旨を当社グループの従業員等に 

周知徹底する。 

5.監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項 

1) 当社は、監査役の通常の業務執行の範囲で生ずる費用に関して、監査計画に基づき予算を計上

し、経費支出をおこなう。 

2) 前号以外で、監査役がその職務執行について当社に対し費用の前払いまたは償還等を請求した

ときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと証明した場合を除き、すみやかに当該費用ま

たは債務を処理する。 

6.その他監査役の監査が実効的におこなわれることを確保するための体制 

1) 内部監査室は、各事業年度の内部監査計画について常勤監査役と協議するとともに、内部監査

結果等について協議および意見交換するなど、密接な情報交換及び連携をはかる。 

2) 監査役は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士・公認会計士・税理士・コンサル

タントその他の外部専門家を独自に起用することができる。 

 


